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序文 

（ディーパク・ラル教授による） 

 

まずは、タイトルにもあるように、世界銀行（WB）がどのように「発展を阻害する銀行」

に変貌したかを説明したいと思う。 

1980 年代の半ばから後半にかけて、私は WB のリサーチ・アドミニストレーターを務め

ていた。在職中、国際通貨基金と共に年次会合を開いていた際に、WB の反環境保護的活動

に抗議する環境保護活動家がワシントン本部に乗り込んできたのだ。この圧力は、効率的な

成長を通じて貧困を緩和するという WB の使命に対する新たな脅威と思われたので、私は

経済・研究担当副総裁のアン・クルーガーの支援を得て、「環境に関する世界開発報告」を

提案してこの事態に対応した。これは現在 WB の主要刊行物となっている。 

この報告書が出版されたのは 1993 年で、私が銀行を辞めてからかなり時間が経ってから

であった。著者の中にはロンドン大学での私の元同僚、ウィルフリッド・ベッカーマンとデ

ビッド・ピアースの 2 人が含まれていた。この報告書は、WB 総裁のルイス・プレストンが

序文で述べたように、均衡のとれた報告書であり、次のようなことを主張している。 

．．．自然⽣態学的プロセスに伴う不確実性と不可逆性を考慮した上で、代替政策のコスト

と便益を慎重に評価することが必要である。 

環境保護に対してさらに絶対的なアプローチを望む人もいるだろうが、資源が限られた

国の政策立案者が環境に配慮しながら国民の福利を向上させるためには、合理的な方法で

トレードオフを明確にし、費用対効果の高い政策を設計することが不可欠である 1。 

本稿では、現 WB 総裁のジム・ヤング・キム博士が、この禁止令をもはや遵守していない

ことを詳細に説明している。キム総裁は、自身の経済スタッフが作成した、太陽光や風力に

よる発電よりも石炭による発電の方が優れているという費用便益の試算を無視し、地球温

暖化ガスの排出を削減するためという理由で自身を正当化している。2013 年、銀行は反石

炭政策を採用したが、これは本稿が示すように、貧困削減という開発の核心的使命よりもグ

リーンな環境政策を優先させるものである。 

なぜ、このようなことになったのか。転機となったのは、1990 年代半ばに、アフリカ以

外のほとんどの途上国に対して世界の資本市場が開放されたときである。アン・クルーガー

が指摘するように、銀行には以下の 3 つの選択肢が突き付けられた 2。 

- 組織を縮小し、本当に貧しい国だけに集中すること。中所得国での活動を段階的に縮小

する。 

- すべての国で活動を続け、環境、女性の権利、労働者の権利、NGO の奨励など、開発

に関する「ソフトな問題」に重点を置く。 

- 組織を閉鎖する。 

ジェームズ・ウォルフェンソン新総裁は、2 番目の選択肢を選んだ。私自身は、『見えざ
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る手の復活 3』で、3 番目の選択肢を主張した。本稿の論旨は、私の立場をさらに裏付ける

ものである。 

中国やインドはもはや WB の資金や助言を必要としない。貧困の低減に―特にアフリカ

において―に真剣な関心を持ち、環境原理主義者の魔の声に誘惑されないすべての人々に、

本稿を推薦する 4。 

 

ディーパク・ラル教授はオックスフォード大学、ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン、

カリフォルニア大学で教鞭を執る。インド外務省に勤務し、世界銀行のリサーチ・アドミニ

ストレーターを務めたこともある。現在、UCLA で国際開発学の James S. Coleman 記念講

座教授として活躍中（注：本稿出版当時。現在は逝去）。GWPF のアカデミック・アドバイ

ザリー・カウンシルのメンバーでもある。 

 

注釈 

 

1. World Bank (1993) World Development Report 1992: Development and the envi- 

ronment. World Bank Group, p. iii. http://documents.worldbank.org/curated/en/995 

041468323374213/World-development-report-1992-development-and-the-environ ment. 

2. A. Krueger (1998) Whither the World Bank and IMF? Journal of Economic Literature ; 

XXXVI: 1983–2020 

3. D. Lal (2006) Reviving the Invisible Hand, Princeton University Press, pp. 147–149. 

4. D. Lal (1995) Eco-fundamentalism. International Affairs ; 71(3): 515–528. 

 

著者について 

 

 ルパート・ダーウォールは戦略コンサルタント兼政策アナリスト。ケンブリッジ大学で経 

済学と歴史を専攻。その後ロンドンのシティで投資アナリストと企業ファイナンスの分野

で働いてから、当時の財務大⾂ノーマン・ラモントの特別顧問となる。英⽶の双方で、『ウ

ォー ルストリート・ジャーナル』『ナショナル・レビュー』『デイリー・テレグラフ』『スペ

クテー ター』など様々な刊行物に執筆し、著書に広く賞賛された『地球温暖化の時代：あ

る歴史』 (2017)、『グリーン圧制：気候産業複合体の専制主義的ルーツを暴く』(2017)があ

る。イギリス改⾰エネルギー政策の報告書(「国の運営：エネルギー政策と国家の帰還」(2014 

年 11 ⽉)) および政策研究センターの報告書(「市場的性質を持つ中央計画経済：再⽣可能

補助金によるイギリス電力市場の破壊」(2015 年 3 ⽉)および政策研究センターのために

税制優遇改⾰の分析(「低賃金者支援方法の改善：アメリカに学ぶ英国税制優遇制度」(2006))
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およびキウィタス（市民）向けのエネルギーおよび産業政策に関する分析(「ポーズだけ：

産業政策緑書」)を執筆。 

 

要約 

 

 誰でも、安く信頼できる送電網の電力を利用できるようになること（ユニバーサル・ア

クセス）は、、経済発展の最大で最も強力な後押しとなり、世界の貧困者にとって⽣活の

質を⼀変させるものだ。世界銀行の定められたミッションは、貧困削減となっている。そ

の実現のため、発展途上国の経済社会開発を促進する、熟慮された資金提供を行うのが世

界銀行の目的だ。  

 

その世界銀行は 2012 年にオバマ大統領が指名したジム・ヨン・キム博士が総裁とな 

ってから、その核心にあるはずの開発ミッションを放棄してしまった。貧困削減より環 

境の持続可能性を優先するようになったからだ。2013 年に世界銀行は、石炭⽕力には資

金をつけない方針を採用し、多くの発展途上国にとって最も安く信頼性の高い発電能力と

なるはずのものに対する投資を実質的に妨害するようになった。世界銀行は石炭⽕力発電

に対し、ほぼ完全に資金をつけないようにしているにとどまらず、高コストで信頼性の低

い風力や太陽光技術を優先することで事態をさらに悪化させている。これは世界の貧困者

に負担をかけて地球を救おうという、⾮人道的で見当ちがいのやり方だ。  

 

富裕国では風力と太陽光が費用を押し上げ、電力供給に必要な発電容量への投資イン 

センティブを台無しにして、グリッドの安定性を損なっている。こうした国々はすでに電

力グリッドを構築し終えている。安定しない風力やソーラーがつくり出す問題にも対処す

るだけのリソースを持っている。豊かでない国は、そんなリソースを持ち合わせていな

い。多国間開発銀行が、高コストで運用上も欠陥を持つ技術を押しつけ、開発の⾜を引っ

張り、電化をはるかに高価にするなど無責任きわまる。  

 

中国以外のアジアとアフリカは、現状では電力の大半を化石燃料から得ている。風力 

や太陽光からの電力は、2014 年には無視できるものでしかない (それぞれ 1.8％と 

0.9％)。だが未発達で脆弱な電力グリッドに、天候まかせの発電容量を大量につなげばグ

リッドが損傷し、それを安定化させるための追加投資が必要となる。原価割れでの電力販

売̶多くの発展途上国で慢性的に見られる̶は、固定費が高く限界費用ゼロの発電が導入

されることで悪化する⼀方であり、電気を維持するために必要な発電設備への投資を惹き

つけるのはなおさら困難となる。  
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世界銀行はこの方針を、温室効果ガスを世界的に排出削減したいからと言って正当化す 

る。だが発展途上国の貧困者たちが消費する電力はきわめて少ない。⼀人当たりの石炭 

消費などキログラムやポンド単位で測れてしまう規模でしかない (バングラデシュならオ

ンス単位で測れる)。当の世界銀行自身が、グリッドを世界の貧困者へと延伸しても、追加

の温室効果ガス排出など「目に見える差は⽣じない」と認めている。それなら、世界銀行

の反石炭/再⽣可能エネルギー優先政策は、道徳的にも経済的にも擁護できない。人為的地

球温暖化の可能性を懸念する人々にとって、世界の発展途上国のエネルギー不⾜の人たち

に電気を送ることは、何⼀つ問題ではない。  

 

世界銀行自身の分析も、風力と太陽光による発電の変動性が引き起こす追加費用と、必

要とされるグリッドインフラの追加費用をはっきり示している。この分析にもかかわら

ず、世界銀行は当時国連事務総長だった潘基文と「独自のパートナーシップ」を結び、

2011 年に「万人のための持続可能エネルギー」(SE4ALL) イニシアチブを開始した。こ

れは 2030 年までの世界エネルギーにおける再⽣可能⽐率を⼆倍にするという恣意的な目

標を掲げている。世界銀行としては大失態だ。潘基文自身の数字によれば、ユニバーサル

電力アクセスは年間 500 億ドルというお値段となる。再⽣可能エネルギーは年額 5000 

億ドルであり、加えて省エネのためにさらに年額 5000 億ドルかかる。客観的な分析者で

あれば、この数字を見た瞬間にこんな試みは止めたはずだ。  

 

世界銀行が自分の中核の開発ミッションを裏切ったのは、その株主や援助対象国から 

の圧力だけのせいではない。エネルギーミックスにおける再⽣可能のシェアを倍にする 

という潘基文の狙いを支持することで、世界銀行は国連総会よりはるかに踏み込んだ決 

断をしている。国連総会は 2013 年 3 ⽉の決議で、再⽣可能技術はまだ経済的な妥当性 

がないと指摘しているのだ。2015 年 9 ⽉に合意された 2030 年 SDG も、SE4ALL の再 

⽣可能エネルギー目標を薄めている。2015 年 12 ⽉パリ合意の文言を各国政府が最終的 

に固めたときには、フランスの議長が示した草案から再⽣可能エネルギーへの言及を削 

除したのだった。  

 

発展途上国の指導者たちは、⻄側諸国を豊かにしたエネルギーを自分たちには与えな 

いという先進国の明らかな偽善ぶりを⾮難している。世界銀行と IMF に対する率直な物

言いで、ナイジェリア財務省ケミ・アデオソンは 2016 年 10 ⽉にこう述べた：  

 

ナイジェリアには石炭があるのに電力問題がある。それなのに、グリーンではないから

といって邪魔されてきた。これはいささか偽善でしょう。⻄側の⼯業化はまるごと石炭エ

ネルギーによるもので、それが彼らの使ってきた競争優位なのに、こんどアフリカが石炭

を使いたいとなるとその連中が、おやおや！ きみたちは太陽光と風力(再⽣可能エネルギ
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ー)を使いなさい、なんて言い出しますが、これはきわめて高価なエネルギーで、自分たち

は何百年も環境を汚染してきて、それがこんどはアフリカが石炭を使いたいとなると、そ

れを否定するわけですか。1  

 

アメリカはいまや世界銀行の手綱を引いて、世界の貧困削減というミッション、特に貧 

困者の数がきわめて多いところに専念させようとしている。各国が化石燃料にアクセスし

もっと効率的に使ってほしいと願っている。開発ポテンシャルと貧困削減を最大化するた

めには、世界銀行の株主国はさらに踏み込んで、世界銀行に反開発的な SE4ALL イニシア

チブから手を引かせ、再⽣可能エネルギー目標を廃止させるべきだ。世界銀行の支援する

再⽣可能エネルギープロジェクトがグリッドの経済性を損ね費用を増やすようなことはあ

ってはならない。 
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異なる派閥が互いに刺激し合っている「ゲーム・オブ・スローンズ」を見ていると、世

界銀行のことをよく思い出す。世界銀行が設立された当時は、発展途上国が市場にアクセ

スできなかったので、文句なく⾮常に良いアイデアだった。しかし、ウォルフェンソン氏

がやってきて、世界銀行を巨大な NGO に変えてしまった。私は、この組織は閉鎖されな

ければならないと思っている。もう何の役割もないのだ。 

 

ディーパク・ラル 2 

 

インドの商業用エネルギー需要が急激に高まっていることを、世界は認めなければなら

ない。技術的、経済的、政治的な制約が多いインドでは、今後数十年間は化石燃料でこの

需要を満たすことになるのだ。 

 

 チャールズ・エビンガー：ブルッキングス研究所 3 エネルギー安全保障イニシアチブ 

ディレクター 

 

 近代的なエネルギーへのユニバーサル・アクセスを達成することは、アフリカの変⾰に

不可欠です。私たちのレポートが明確に述べているように、特に石炭などの化石燃料を大

量に保有し、エネルギー源として利用している国々にとっては、再⽣可能エネルギーへの

移行は、短期的には法外に高いコストとなる可能性があります。私たちが提唱しているの

は、アフリカの政府が、誰も取り残されることのないよう、利用可能なあらゆるエネルギ

ーの選択肢を活用することです。それぞれの国が、自国のニーズに合わせて、最も費用対

効果が高く、技術的にも効率的なエネルギーミックスを決定する必要があります。 

 

 コフィー・アナン：アフリカ進歩パネル「ライト、パワー・アクション」アフリカの電

化 4 

 

1. エネルギーと開発 

 

2012 年 7 ⽉ 31 日、インドの北半分が世界最大規模の停電に見舞われた。6 億 7,000 万

人のインド人が照明、エアコン、冷蔵庫を失った。これは、アメリカ、カナダ、メキシ

コ、日本の人口を合わせた数より多い。道路は渋滞し、ニューデリーの地下鉄は止まり、

何百もの列車がうだるような暑さの中で停滞し、⽕葬場も炉が止まって遺体が半分燃えた

状態のままになった。「水もなく、電気がいつ戻るかもわからない」と、東部の都市パト

ナの主婦はニューヨーク・タイムズ紙に語っている 5。 
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 安価で信頼性の高い電力への普遍的なアクセスは、近代の特徴である。欧⽶では、19

世紀と 20 世紀を特徴づけるものであった。そして 21 世紀の新興国にとって、信頼できる

電力は経済発展のために不可欠である。世界銀行が 2013 年に指摘したように、電気を利

用できない人が 12 億人、近代的な調理設備がない人が 28 億人もいる。「貧困削減に不可

欠な経済成長は、十分なエネルギーがなければ不可能である」と世界銀行は述べている

6。 

 

⚫ 何万もの企業を対象とした調査において、世界銀行グループの加盟国 4 割近くにお

いて、ビジネスを行う上での主要な制約要因として、他のどの要因よりも電力が挙

げられた 7。 

⚫ 固形燃料による住居内空気汚染は、2010 年に 350 万人の命を奪い、さらに多くの

呼吸器、心臓血管、その他の疾病を引き起こしたと推定されている 8。 

⚫ 企業調査において、停電について報告した 125 の途上国のうち 3 か国に 1 か国は、

⽉に少なくとも 20 時間程度の停電を経験していた 9。 

⚫ インドでは、電力の自給、しばしばディーゼル発電機によるが、、設備容量のほぼ 

17％を占めると推定される 10。 

⚫ サブサハラアフリカでは、約 30 カ国が日常的な停電やブラウンアウト（電圧低下

により照明が暗くなり、電化製品が破損するリスク）に悩まされており、それに伴

う経済損失は、場合によっては国内総⽣産（GDP）の 5％を超えると推定されてい

る 11。 

⚫ 世界平均が 0.10 ⽶ドル/kWh に近いのに対し、サブサハラアフリカの多くの国で

は、電力コストが 0.20～0.50 ⽶ドル/kWh と高い水準にある 12。 

 

 高いエネルギーコストは、あらゆる人々にとって、商品やサービスの価格を引き上げ

ており、貿易可能な分野のビジネスの競争力をも奪っているとして世界銀行は、次のよ

うに述べている。「燃料価格の上昇の中で、暖房費の支払いに苦労したり、従来のバイ

オマス燃料に戻る家庭の話はあふれている」13。 

 

 上述したことは、世界銀行が開発資金を、安価で信頼できる電力への普遍的なアクセ

スへの最も低コストの道への投資に向けるための、経済的、社会的、道徳的な説得力の

ある事例となるものである。世界銀行は、陸上風力発電と太陽光発電のコストが下がっ

たとはいえ、「両者とも、同様の供給特性を持つ他の技術よりもコストが高い」ことを

認めている。だがこの表現は、天候まかせのエネルギーによる発電の著しく劣った供給

特性をあいまいにしている 14。 
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 世界銀行は、原則として電化のための最も低コストの道を支援する必要がある。しか

し、そうせずに、加盟国が石炭に代わる「手ごろな」（つまりより高価な）代替手段を

見つけるのを支援するだけである。例えば、新規導入の石炭⽕力発電への支援は、以下

の場合にのみ行われる。 

  

  ... レアな状況としては、石炭に代わる利用可能な代替エネルギーがなく、石炭⽕力

発電のための資金が不⾜している国におけて、基本的なエネルギー需要の充⾜などの検

討を要する場合であろう 15。 

 

 2013 年にこの基準が採択されて以来、現在までに世界銀行が検討した石炭プロジェ

クトは、コソボの 600MW の褐炭発電所のみであり、このプロジェクトの融資額 20 億

ドルの引き受けに不可欠とされる 4000 万ドルを提供している。このプロジェクトは、

世界銀行が手掛けたパイプラインの中で最後の石炭発電所であり、コソボ政府はこの発

電所の建設に 10 年以上を費やしてきた 16。 

 

 代わりに、世界銀行はグリーンエネルギーを重視している。「気候変動は世界銀行グ

ループの中核的使命に対する脅威である」と、その 2016 年気候変動行動計画は述べて

いる 17。その融資を利用して各国の投資計画を策定し、2020 年までに 20GW の再⽣可

能エネルギーを追加し、さらに 10GW の風力と太陽光の追加を可能にするために電力網

を「グリーン化」することを目指している 18。気候変動行動計画は、再⽣可能エネルギ

ーが気候変動の安定化に不可欠であると述べ、さらに「再⽣可能エネルギーの価格が大

幅に低下する」ことについて言及している 19 。しかし、その 3 年前、世界銀行は、風力

や太陽光を取り込むためにしばしば用いられる平準化されたコスト⽐較は、間欠的な再

⽣可能エネルギーの「変動パターン」を無視しているとして次のように論じていたので

ある。 

 

 太陽光発電や風力発電で十分な供給力を確保するには、地域の大幅な分散化と、これ

らの電源を接続するための大規模な送電網の拡張が必要であり、これは先進国であって

も困難なことである 20。 

 

 この間、風力や太陽光が元々持っている信頼性の低さやコスト面でのデメリットを解

決するような技術的な躍進はない。むしろ変わったのは、世界銀行が今日の貧困層のニ

ーズをグリーン・イデオロギーに従属させるという決定を下したことである。先のレポ

ートにおいても暗に認められているように、世代内の公平性の向上（貧困）と世代を超

えた公平性（持続可能性）には緊張関係がある 21 。世銀は、グローバルな提言活動にお

いてより積極的な役割を果たすことを目指しているため、客観的な立場から行動する能
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力が弱められており、そのことは、すべての国に対して「再⽣可能エネルギー導入の機

会を探る」よう呼びかけていることでよくわかる 22。 

 

 世界銀行は、「開発のためのエネルギーと気候変動への影響のバランスをとるという

世界的な課題」を認識していると述べている 23。しかし、それはジレンマを誤解してい

る。それは課題ではなく、選択なのだ。まだカーボン化されていない社会に脱炭素化を

強要することは、開発の縮小を意味する。 リソースはコストがかからないものではな

い。持続可能性を高めることは、貧困削減を抑えてしまうことを意味するのである。 

 

 低炭素社会が世界の貧困層に恩恵をもたらすと主張し、エネルギーのコストを大幅に

上げることが貧困を拡大させることを認めないグリーンの信奉者により世界銀行の使命

は覆された。世界銀行は「貧困のない世界を目指す」というスローガンを掲げている。

だが再⽣可能エネルギーへの投資を優先し、石炭への投資を禁止していることは、それ

がもはや実態でないことを示している。開発か持続可能性かの選択において、世界銀行

は貧困層を犠牲にして地球を救おうとしているのだ。 

 

この論文の目的は、なぜこのような事態になったのか、そしてどうすればいいのかを明

らかにすることである。 

⚫ 第 2 章では、インドをはじめとするインド大陸周辺諸国とサブサハラアフリカのエ

ネルギー消費量を⽐較した。成長軌道は異なるが、エネルギー消費量の水準が似て

いること、中国や欧⽶とは格差があることがわかる。 

⚫ 第 3 章では、IMF が引用した MIT の報告書をもとに、風力や太陽光がいかに電力

供給網の信頼性を損ない、電力供給網のコストを上昇させるかについて検証してい

る。富裕国は風力や太陽光への過剰投資により消化不良を起こすが、脆弱な途上国

にとっては致命的な毒である。 

⚫ 第 4 章では、世界銀行が支援する数十億ドル規模の再⽣可能エネルギープロジェク

トについて、その開発負担の大きさに触れながら、その概要を紹介する。 

⚫ 第 5 章では、世界銀行が風力や太陽光の欠点を認識していることと、2030 年までに

世界のエネルギーミックスに占める再⽣可能エネルギーの割合を 2 倍にするという

国連の目標に従った全体的な政策方針との間の断絶について考察している。 

⚫ この目標は、前国連事務総長の潘基文氏が世銀総裁のキム氏を国連の「万人のため

の持続可能なエネルギー」（SE4ALL）イニシアチブ諮問委員会の共同議長に招き、

世銀に押し付けたものであることが第 6 章で明らかにされている。 

⚫ 第 7 章で検討するように、低炭素エネルギーは⾮常に多くの原材料を必要とする。

自然エネルギーのリソース⾮効率性は、風力や太陽光発電の大規模な建設が、世界

の原材料の供給と価格に大きな影響を与えることを意味する。自然エネルギーのリ
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ソース集約度は、廃棄物処理にも大きな課題を投げかけている。 

⚫ 第 8 章では、風力・太陽エネルギーが問題を起こした経済開発事例をまとめ、国連

総会の立場の現実について指摘する。 

⚫ 第 9 章では、世界銀行の反石炭/再⽣可能優先政策の戦略的な意味合いを検討す

る。重要なことは、中国の新シルクロード基金と BRICS 新開発銀行は、ワシント

ン DC の世界銀行よりも石炭に対してあまり反感を抱いていないということであ

る。 

⚫ 世界銀行は、「貧困のない世界を目指す」というキャッチフレーズを掲げている。

ユニバーサル・アクセスへの最も低コストな方法を取るよりも再⽣可能エネルギー

を優先させることで、世界銀行はその設立目的を裏切っているのだ。第 10 章で

は、世界銀行が開発の中核的使命に立ち返るために取るべき行動について概説す

る。 

 

 

2. 石炭とエネルギー消費の見通し 

 

 世界の貧困層は電気をほとんど消費していない。2014 年、世界では 23,844TWh の電

力が発電された。このうち、4,521 TWh（19.0%）は中国を除くアジア太平洋地域、す

なわち世界で最も人口の多い地域で発電され、アフリカでは 764.9 TWh（3.2%）しか

発電されていない（Table 1 参照）24。 

 

Table 1：2014 年の世界の発電量 

地域 TWh % 

北⽶  5,315  22.3 

中南⽶  1,277   5.4 

ヨーロッパ・ユーラシア   5,269  22.1 

中東  1,047   4.4 

アフリカ   765   3.2 

中国  5,650  23.7 

アジア太平洋地域（中国を除く）  4,521  19.0 

合計 23,844 100.0 

出典： BP Statistical Review of World Energy 2017, p.46. 

 

 どの地域でも、⽕力発電所が電力の大部分を⽣み出している。2014 年、中国を除くア

ジアでは、電力の 53％が石炭、22％がガスで発電され、水力発電は 12％でそれに次ぐ
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貢献度であった。アフリカでは順位が逆転し、37％がガス、34％が石炭で発電され、水

力は 17％を占めている。Table 2 に示すように、両地域とも風力と太陽光の割合は少な

く、アジア太平洋（中国を除く）では合計 1.8%、アフリカでは 0.9%である。 

 

 世界の 2 大新興国としてしばしば双璧をなすインドと中国は、エネルギー消費の面で

経済発展の段階が大きく異なっている。2014 年の中国の⼀人当たりの電力消費量は

3,937kWh で、インドの 806kWh の 5 倍近くある。Figure 1 に示すように、インドの

2014 年の⼀人当たりの電力消費量は、中国よりも北朝鮮に近い。EU の⼀人当たりの電

力消費量は中国より 50％多いのに対し、韓国の⼀人当たりの電力消費量は EU より

78％多い 25。 

 

Table 2：風力と太陽光による総発電量のシェア（2014 年） 

 アジア太平洋地域（中国を除く） アフリカ 

風力 1.5 0.7 

太陽光 0.3 0.2 

合計 1.8 0.9 

出典： IEA Statistics Portal. 

 

 しかし、2014 年のインド亜大陸諸国では、⼀人当たりの電力消費量が北朝鮮よりも少

なく、サブサハラアフリカ（南アフリカを除く）も同様である。これらはすべて、「エ

ネルギー不⾜」の経済状態であると言える。エネルギー消費の少なさが発展の遅れの指

標となっている国々が、エネルギー消費を抑制する政策による罠に陥らないように、エ

ネルギー政策を策定する際には、この区別をきちんと行う必要がある。 
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Figure 1：2014 年の⼀人当たりの電力消費量(kWh) 

出典：BP Statistical Review of World Energy June 2015, p. 33; IEA Atlas of Energy 

portal; World Bank population data portal. 

 

 エネルギー貧困の本質は、インド、パキスタン、バングラデシュなど⼀部の国の発電用

石炭消費量を⽐較した Figure 2 からもわかる（データは電力消費量全体に⽐べて少な

い）。2014 年、中国は発電所で⼀人当たり 1.125 トン（1.24 ショート（⽶）トン）の瀝青

炭を消費し、インド（0.27 トン、0.30 ⽶トン）の 4 倍強の消費量となっている。⼀方、パ

キスタンは⼀人当たり 1.2kg（2.6 ポンド）、バングラデシュは⼀人当たり 300g（10.5 オン

ス）の瀝青炭を消費している 26。 
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Figure 2：2014 年の⼀人当たりの発電用石炭消費量(石油換算、トン）。 

出典：BP Statistical Review of World Energy June 2015, p. 33; 

IEA Atlas of Energy portal; World Bank population data portal. 

 

 また、南アフリカの⼀人当たりの電力消費量も⽐較的高いことがわかる。南アフリカ

は、過去の経緯から、いくらかは高所得国としての経済的特徴を備えている。電力の 9 割

は石炭で発電され、石炭埋蔵量は 667 億トンと推定されている 27。それにもかかわらず、

2014 年、The Economist は、発電所の保守の遅れとリンポポ州の 4,674MW のメドゥピ石

炭⽕力発電所の完成の遅れにより、南アフリカの人々が輪番停電を経験していると報じ

た。ズマ大統領によれば、南アフリカのエネルギーシステムは白人の家庭に電力を流すよ

うに作られており、「エネルギーは多数派ではなく、特定の人種に供給する目的で差別的

に構成されている」と主張している 28。 

 

 南アフリカのエネルギーには問題があるが、他のアフリカ諸国にとっては、それすらも

かなりの幸運に見えてしまう。2014 年、南アフリカはアフリカの石炭消費量の 90.7％を

占めている。南アフリカを除くアフリカ大陸の石炭消費量は 1,380 万トン（1,520 万⽶ト

ン）である。人口が約 11 億 5,000 万人なので、1 人当たり年間平均 12kg（26.5 ポンド）

の石炭を消費していることになり、インドの発電所で使われる 1 人当たりの年間石炭量
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（270kg）の 20 分の 1 以下であることがわかる。 

 

 アフリカでは急速な都市化が進み、エネルギーインフラにさらなる負担がかかってい

る。人口 2,000 万人を超えるラゴスは、カイロを抜いてアフリカ最大の都市となった。

2015 年にニューヨーク・タイムズが報じたように、ナイジェリアの電力グリッドは送電量

が少なく、このサブサハラアフリカ地域最大の経済国はほとんど自家発電機で動いている

29。 

ナイジェリアの国家電力庁（NEPA）は、「Never Expect Power Always, Please Light a 

Candle（電気をいつも期待するな、ろうそくを灯せ）」というニックネームで呼ばれてい

る。ラゴスでは毎日のように停電が起こり、住民はミニ発電機、充電式トーチ、携帯電話

の明かりに頼っているのだ。ナイジェリアの携帯電話会社 MTN は、6,200 万人の加入者

を抱え、ネットワークを維持するために営業経費の 70％をディーゼルに費やしており、信

頼性の低いグリッドがいかに経済全体のコストを引き上げているかを示している 30。 

 

 トニー・ブレアは 9.11 以降の最初の演説で、アフリカの現状を「世界の良心に刻まれ

た傷跡」と表現したことは有名である 31。ブレアは退任後、アフリカ・ガバナンス・イニ

シアチブを設立した。2015 年、彼は自身の財団が電力を活動の主要な対象とする理由を説

明し、電力へのアクセスが「国が成功するための唯⼀で最も重要な前提条件」であること

を述べた 32。ブレアの財団は、ルワンダの太陽光発電プロジェクトを支援するだけでな

く、2013 年に発⾜したオバマ大統領のパワー・アフリカイニシアチブと密接に連携し、

多くの再⽣可能エネルギープロジェクトも推進している 33。現在までのところ、進展は緩

やかである。パワー・アフリカは、ゼネラル・エレクトリックの上級役員によれば、「多

くの賢い人々による善意の取り組み」である。「しかし、パワー・アフリカの取り組みに

直接関連して実際にグリッドに供給されたメガワットの数を今日見てみると、⾮常に少な

い」と述べている 34。 

 

 パワー・アフリカ構想は石油やガスも支援しているが、多くのアフリカ諸国にとって最

もコストが低く普遍的な電力供給への道である石炭は拒否されている。⼀方で、エネルギ

ー不⾜の国々がより多くの石炭を消費した場合、世界の石炭使用量や温室効果ガス排出量

に与える影響は無視できる程度のものである。2014 年のインドの電力向け石炭消費量は、

世界需要の 6.1%に過ぎない。 

 

 インドの電力消費量を 2014 年の水準から 2 倍にすると、中国の石炭需要の歴史的な伸

びの 5 年半分に相当する。南アフリカは石炭⽕力発電の需要を 3 倍にすることができ、そ

れは中国の歴史的な成長の 2 年半分に相当する。アフリカの他の地域については、石炭消

費量が 10 倍になったとしても、中国の最近の成長率の 2 年半に相当する程度にしかなら



17 

 

ない。人為的な地球温暖化の可能性を懸念する人々は、アフリカの人々がより多くの石炭

⽕力発電を利用できるようになることは、実は問題ではないことを理解する必要がある。 

 

 発展途上国の指導者たちは、自分たちの開発目標に必要なエネルギーの現実を認識して

いる。そして産業⾰命の原動力となった安価なエネルギーを自分たちに与えないようにす

る欧⽶からの圧力に、ますます不満の声が高まっている。さらに、世界銀行の加盟国の中

には、反石炭の姿勢に反対を表明しているところもある（Table 3）。 

 

Table 3：欧⽶と石炭について、ナイジェリア、インド、バングラデシュからのコメント。 

 

ナイジェリア:ケミ・アデオソン(財務大⾂) 

 

「石炭に恵まれた国だから、石炭⽕力発電所を作りたい。我々には電力不⾜の問題があ

る。石炭⽕力発電所を建設することに意味があることは、天才でなくとも分かるはずだ

が、グリーンでないからということで、邪魔されてきた。⻄側の産業はすべて石炭⽕力発

電で成り立ってきたのに、これは不公平だ。これはヨーロッパを発展させるために使われ

た競争優位であるのに、いまやナイジェリアがやろうとすると、環境にやさしくないから

無理だと言うのである 35。」 

 

インド :ピユシュ・ゴヤル（鉄道・石炭大⾂） 

 

「石炭を使った⽕力発電を拡大する予定である。それが私たちのベースロード電源なの

だ。再⽣可能エネルギーはすべて断続的で、世界のどこにもベースロード電力を供給して

いない。結局、太陽光は太陽が照っているとき、風力は風が吹いているとき、水力は川に

水があるとき、それぞれ機能するのだ。だから石炭がないとダメなのである。インドの

人々は、普通の⽣活を望んでいる。中断のない電力供給による、子供たちのための仕事、

学校や大学、病院、を求めている。そのためには、大量のベースロード電力が必要であ

り、それは石炭からしか得られない。この状況の正当性を考えてほしい。ヨーロッパもア

メリカもオーストラリアも、世界と地球をめちゃくちゃにしておいて、インド人は 1 日 8

時間しか電力が使えませんよ、と言っているのだ。それ以外の時間は暗闇の中で暮らさな

ければならないのだ。36」 

 

バングラデシュ：ダッカ市長のアニスル・フックからアル・ゴアへの公開書簡。 

ダボス会議でゴア氏とバングラデシュのシェイク・ハシナ首相間のランパル石炭⽕力発電

所プロジェクトを批判するセッションを見た際に送った。 
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「炭素の最大の排出国がたまたま先進国であるのに、全く皮肉なことに、ランパルに石炭

を使った発電所を持つバングラデシュは、あなたのようなセレブから⾮難を浴び、私たち

が置かれている悲惨な状況にあなたは気づいてもいないのだ。持続可能な開発の答えは、

公平性と客観性に基づくものでなければならない。炭素排出量の少ないバングラデシュの

立場を考えれば、ランパルがバングラデシュのエネルギー需要に対する答えであることに

疑いの余地はないはずだ 37。」 

 

3. 断続的なエネルギー供給とグリッド 

 

 ガスや石炭とは対照的に、風力や太陽光にはコストや信頼性の問題が内在している。 

天候に左右される電源の欠点は、世界銀行も IMF も知っている。2017 年 5 ⽉の IMF ワー

キングペーパーでは、太陽光と風力について、資本費とその断続性を理由に IMF は反対

意見を述べており、その上で、⽶国における太陽光発電の経済性を検討した 318 ページに

わたる MIT の太陽光発電に関する報告書を引用している（表 4 参照）38。 

MIT の報告書は、地球温暖化の問題に対処するために太陽光発電が⾮常に大きな役割

を果たす可能性があると示唆したが（この種の研究はそう言う傾向がある）、その結論

は、コスト、大規模拡大を支える技術や材料の入手、既存の電力系統への統合などの面で

いくつかの大きなハードルを克服しなければならないとし、以下のように述べている。 

 

 これらの課題を克服するための政府の政策がなければ、世界の電力需要のわずかな割合

しか供給できず、⼆酸化炭素排出量の削減コストがより高くなる可能性がある 39。 

 

 技術的には成熟していても経済的には実現不可能であり、ガスや石炭に⽐べてコストと

性能の両面で明らかに劣っているエネルギー技術に、脆弱な国々の発展を賭けるよう多国

間援助の提供者を誘導することは無責任である。 

 

Table 4： 2015 年の MIT 調査で明らかになった太陽光エネルギーの課題 

論点 参照 示唆される結論 

ピークワット当たりの費用は家庭用の

方が事業用よりも 80%高い 

p. xv 小規模な太陽光発電は、グリッド

に接続される見込みがない場合の

み意味がある 

中国の過剰⽣産、それに伴う中国企業

の倒産や救済、貿易慣行をめぐる⽶中

対立により下落した PV 価格の説明の

難しさ 

p. 80 報告されている PV 価格の下落

は、他の発電技術に対する太陽光

発電の競争力を評価するための適

切な根拠とはならない 
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論点 参照 示唆される結論 

PV 設置費用に占めるモジュール費用の

割合は小さくなり、それ以外の実用規

模費用は 2008 年の 41%から 2014 年に

は 64%に上昇 

p. 82 

PV モジュール費用を 50%削減して

も、電力事業規模プロジェクトのプラ

ントレベルの推定費用は 15%しか削減

できない 

p. 118 

PV 出力の経済的価値係数は、普及率が

高くなると劇的に低下する 

p. 106  太陽光発電の経済性は、導入規模

が大きくなるほど悪化する 

南カリフォルニアでは、平準化された

コスト（断続性のシステムコストを無

視したもの）でも、天然ガスは PV よ

り 36.6%安い 

炭素税が 1 トンあたり 38 ドルでも、ガ

スの方が 23％安い 

p. 109 カリフォルニアでグリッドスケー

ルの PV を展開する経済的な意味

がないのであれば、なぜ援助機関

は発展途上国で PV を推進するの

か 

住宅用太陽光発電とネットメータリン

グはコスト転嫁を伴い、政治的対立を

⽣む 

p. xviii 多くの途上国では電力料金につい

ての不当な取り決めがグリッドイ

ンフラや発電能力への投資の大き

な妨げとなっているところ、風力

や太陽エネルギーはそれを悪化さ

せる 

ネットワーク費用をより適切に負担さ

せるための価格システムの設計の研究

が必要 

p. xviii 

PV の普及率が高い場合、補助金はシス

テム運用の短期的な⾮効率性や発電構

成の変化につながる 

p. 197 風力や太陽光の規模が大きくなる

と、安定的な電力供給のためのコ

ストが高くなり、電力料金が上昇

する 太陽光発電の増加に伴い、⽕力発電所

の出力増減が頻繁になると、増加した

コストを回収する必要があるため、電

力料金が上昇することになる 

p. 181 

揚水発電所がなければ、⼀定程度の太

陽電池が普及をしていても、ピーク負

荷のための発電システム全体の必要容

量を減らすことはできない 

p. 178 風力と太陽光を追加することは、

事実上、発電設備容量の代金を 2

度支払うことを意味する 

風力発電と太陽光発電の分と、⽕

力発電の分である 太陽光発電の存在感が大きくなればな

るほど、必要な発電の予備力は大きく

p. 183 
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論点 参照 示唆される結論 

なる 

太陽光発電の増加により、需要は大き

く短時間に増減するようになり、価格

は 300 ドル/MWh 超になることもある 

p. 183 風力や太陽光による極端な価格変

動によって引き起こされる問題

を、先進国が解決できていないの

に、途上国においてどのように解

決するのか？ 

テキサス州のような地域では PV が

35GW に達すると、価格がゼロになる

時間帯は 2927 時間（年間 122 日に相

当）に達する 

p. 196 

 

 

 MIT の太陽電池の研究を公平に読めば、天候に左右される技術が引き起こす本質的な問

題と、それがもたらす重大かつ増大する経済的損失が明らかになる。これらの問題は、先

進国もまだ解決できていない。すでに高いコストをさらに高めることなく解決する方法

を、先進国はまだ知らないのだ。 

 

 断続的な再⽣可能エネルギーが引き起こす固有の問題は、昨年の南オーストラリア州の

停電で表面化した。2016 年 9 ⽉ 28 日の停電の正確なきっかけはともかくも、石炭⽕力発

電所を撤去し、風力や太陽光を多くしたことが（訳者注：南オーストラリア州では当時太

陽光の導入はなく、風力が大量に導入されていました）、南オーストラリア州のグリッド

をより脆弱なものにした。オーストラリア・エネルギー・マーケット・オペレーター

（AEMO）は、この事故の報告書の中で、⽕力発電所からの同期慣性によってもたらされ

る電力グリッドの信頼性の低下を指摘している。 

 

 同期発電機は、その物理的特性（サイズ、質量、回転慣性）および自動電圧調整器の動

作によって障害を検知し、これに反応する 13 。これによって、故障を乗り切る能力とネッ

トワーク電圧の安定性がもたらされる 40。 

 

 同期発電が少ないと、グリッドの頑強性が低下し、需要急増や突然の供給減に対処する

能力が低下すると次のように述べている。 

 

 現在では、⾮同期式やインバータ接続の発電設備が増加している。これらの発電は従来

の発電所とは異なる特性を持ち、アクティブ制御システムや複雑なソフトウェアを使用し

て障害を乗り切る。オンライン同期発電の減少に伴い、システムは低慣性および低利用可

能障害レベルの時間帯が増加しているため、AEMO は業界と協力して、これらの新しいタ

イプの発電の能力を利用して異常事態に対する耐障害性を高める方法を検討している。
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41。 

 

 オーストラリア政府の主任科学者であるアラン・フィンケル博士が議長を務めた独立審

査は、風力や太陽光が大量に導入された場合、送電網に⽕力発電容量が必要であることを

強調した。 

 

 過去数年間、NEM（全国電力市場）からかなりの石炭⽕力発電設備が撤去されたが、そ

れに対応する新しい発送電設備への再投資は行われていない．．．再⽣可能エネルギー目標

（Renewable Energy Target）によって、新たな変動性再⽣可能エネルギー発電（VRE）が

奨励され、前倒しで導入されている．．．しかし、他の投資は不⾜している。 

  

 システムの信頼性を維持するためには、⼀定量の「発送電可能容量」が必要である。こ

れが無いと問題が発⽣する。発送電可能容量とは、電力需要に対応して能動的に供給でき

る容量のことである。それは、能動的に出力を変化できる発電（石炭、ガス、水力、太陽

熱、バイオマスなど）、連携線、蓄電、電力需要応答メカニズムなど、さまざまな供給源

によって提供することができる。風力や太陽光発電のような 変動性電源は、発電量が自

然によって変動するため、システムの信頼性を維持するために、補完的な発送電可能容量

を必要とする。 

 

新たな発送電可能容量を早急に導入しなければ、NEM の信頼性が損なわれることにな

る 42。 

 

何事にも対価は伴う。風力や太陽光の断続性をカバーし、再⽣可能エネルギーでは不可

能なグリッドの信頼性を提供するための⽕力発電設備容量の必要性は、明らかにコストに

影響する。エネルギーコンサルタントの CME による最近の分析によると南オーストラリ

ア州は現在、世界で最も電気料金が高い国である 43。このことは、経済全体に影響を及ぼ

す。規制経済学者のアラン・モランが書いているように、変動性の発電への移行は「すべ

ての⽣活水準に深刻な影響を与える反産業化」をもたらす 44 。 

 

このことは、自国の人口を貧困から脱却させ、開発ニーズに最も適したエネルギー政策

を見出そうと奮闘する開発途上国にとって、重大な意味を持つ。かなり大雑把に言うと、

変動性の再⽣可能エネルギー投資のために使われる開発援助 1 ドルに対し、引き起こされ

るグリッドへの経済的ダメージを補うために、さらに 1 ドル必要になる。 

 

しかし、これさえも過小評価である可能性がある。潘基文国連事務総長（当時）は、

2011 年 11 ⽉に発表した「すべての人に持続可能なエネルギーを」で、再⽣可能エネルギ
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ーとエネルギー効率化プログラムは、コストがかかると認めている。潘氏自身が発表した

数字によると 45「近代的ないつでも利用可能なエネルギーへのアクセスは、年間 500 億ド

ル未満で達成できるだろう。しかし、再⽣可能エネルギーの世界シェアを 2 倍にするため

には、年間 5000 億ドル（誰でもいつでも利用可能な電気のコストの 10 倍）、エネルギー

効率化にはさらに年間 5000 億ドルのコストがかかる」と述べている。 

 

4. 世界銀行による再生可能エネルギー支援 

 

 当然のことながら、再⽣可能エネルギー計画に開発資金を投入することは、極めて低い

費用対効果を意味し、受け手の経済開発の潜在力を阻害する（Table 5 参照）。これは、絶

対的貧困をなくし、繁栄を分かち合うという世界銀行の包括的な目的と真っ向から対立し

ている。世界銀行が与える影響はその融資自体よりも大きいため、この政策は特に有害で

ある。 

 

 2012 年の世界銀行の融資は、途上国への民間資金流入総額の 5％程度に過ぎないが、

その援助は他の資金調達のテコとなった 46。これまで見てきたように、コソボ発電所プロ

ジェクトに対する世銀グループの支援は、同プロジェクトの資金調達に不可欠であったと

考えられている。この場合、世銀グループの 4000 万ドルの出資額は、19 億 6000 万ド

ルの第三者融資を支援した 47。元世界銀行調査部長のマーティン・ラヴァリオン氏が、

2016 年の世界銀行の迷走に関する記事で書いているように、低所得国に対する民間セクタ

ーの融資はリスクが高い。保険を掛けることの出来ないリスク（情報の⾮対称性を含む）

があり、外部性、契約履行の問題がある。世界銀行は、直接融資を行うことに加え、融資

の決定を通じて民間部門にポジティブなシグナルを与えること、民間部門がリスクを評価

できるようにする信頼できる情報源となることで、これらの問題に対処することができる

48。 

 

 世界銀行が開発に関する知識を提供するという公共財としての機能は、1996 年に当時の

ジェームズ・ウォルフェンソン総裁が世界銀行のビジョンを「ナレッジ・バンク」として

明示し、開発に関する最先端の専門知識を提供することで注目されるようになった。世界

銀行がリードするところには、民間企業の資金が流れ込む。この戦略が成功すれば、世界

銀行の再⽣可能エネルギーへの投資は、2010 年以降、210 億ドル以上となる 49。また、

ラヴァリオンが主張するように、世界的な貧困削減に明確に取り組むナレッジ・バンクで

あるためには、世界銀行が加盟国のニーズを実際に理解し、「たとえその政策が権力者に

不評であっても」十分に情報に基づいた貧困削減のための政策を⼀貫して支持することが

必要である 50。 
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Table 5：世界銀行グループの主な再⽣可能エネルギー関連の取引 

国名 世界銀行グループ参加 参照 

国際太陽光同盟 太陽光同盟は 2030 年までに 121 カ国で 1 兆ド

ルの投資を実現することを目標に、太陽光発電

を促進するための協力体制を構築 

51 

インド 世界銀行がどの国に対しても最大規模の融資を

行い、太陽光発電の拡大を支援するために 10

億ドルを拠出  

少なくとも 400MW の太陽光発電設備に融資す

る 6 億 2500 万ドルの「Grid Connected 

Rooftop Solar Program」 を実施 

ソーラーパーク向け共有インフラ・プロジェク

トのための 2 億ドルの案件の準備 

「世界銀行グループは、インドの高い目標達

成、特に太陽光発電の拡大について、できる限

りの支援を行う」（ジム・ヨン・キム） 

52 

バングラデシュ 2002 年から 2015 年にかけて、農村電化と再⽣

可能エネルギー開発総額 5 億 4650 万ドルを 

様々なトランシェで実施 

53 

2014 年 11 ⽉、バングラデシュでインドからの

送電に障害が発⽣し、全国的な停電が発⽣し、

障害が連鎖的に広がった 

54 

ガーナ エネルギー開発とアクセスプロジェクトは、再

⽣可能エネルギー発電プロジェクトの開発者に

補助金を提供するもので、2007 年に承認さ

れ、2017 年 7 ⽉現在の総プロジェクト費用は

2 億 1,055 万ドル 

55 

プロジェクトが承認された同年、ガーナ沖で石

油が発見され、2010 年にジュビリー油田から

最初の商業⽣産が行われた 

56 

モザンビーク 40.5MW のモザンビークの公共事業用太陽光発

電所向け、5500 万ドルの融資パッケージ 

「信頼できるエネルギーへのアクセスは開発の

必須条件であり、この太陽光発電所はモザンビ

57 
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国名 世界銀行グループ参加 参照 

ークの再⽣可能エネルギー発電を増やすための

重要な第⼀歩となる」と、発電所の開発者であ

るノルウェーのノルフンド社は 2017 年 6 ⽉に

述べている 

モロッコ 16 カ所に設置された 400MW の系統連系型太

陽光発電に 2395 万ドル、推定コストは 1 億

5831 万ドル（2015 年 3 ⽉） 

58 

 

5. 国連がグリーンに乗っ取られた 

 

 世界銀行は、再⽣可能エネルギー推進を強く打ち出したが、ラヴァリオンが主張したよ

うに、「権力者」の思惑よりも貧困層の利益を優先させることはなかった。世界銀行が再

⽣可能エネルギーに屈したのは、少なくとも外圧、特に国連からの圧力によるものと考え

られる。2009 年 6 ⽉、潘基文は「エネルギーと気候変動に関する諮問グループ

（AGECC）」を設置した。2010 年 4 ⽉の報告書では、エネルギー・アクセスの向上とエ

ネルギー効率の強化という 2 つの目標を採択するよう勧告している。しかし、2011 年 11

⽉に潘基文がエネルギーに関するビジョンを発表した際には、第 3 の目標として、世界の

エネルギーミックスに占める再⽣可能エネルギーの割合を 2 倍にすることが追加されたの

だ。 

  

 AGECC は再⽣可能エネルギーについて、「エネルギー効率向上と、再⽣可能エネルギ

ー、あるいは石炭から天然ガスへのシフトのような低 GHG 排出化石燃料技術を含む、よ

りクリーンなエネルギー源への依存強化への移行により、エネルギー消費の増加による影

響を減らすことができる」と温厚な見方を示したが、風力と太陽光の経済性についてはあ

るていど現実的だった 59。 

 

再⽣可能エネルギー技術は、「送電網の建設よりも迅速に導入でき、過剰な発電容量を

必要としないため」ミニグリッドやオフグリッドのアプリケーションに理想的であるこ

と、風力やソーラーはその間欠性からはるかに大きな設備容量を必要とするということを

認識した上で、水力以外の再⽣可能エネルギーのコストは「化石燃料ベースの技術よりも

⼀般的にやや高い」60 ことにさらに言及している。 

 

AGECC の報告書と潘基文のビジョン声明との間の時期に、フランス政府がケニア政府

と協力して立ち上げたパリ・ナイロビ気候イニシアチブは、クリーンエネルギーへのアク
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セスに関する白書を作成した。2011 年 4 ⽉に発表されたこの文書では、AGECC の 2 つ

の目標に加え、地域エネルギーと再⽣可能エネルギーの大幅な増加、アフリカにおける新

規電力容量の少なくとも半分を再⽣可能エネルギーとする、という第 3 の目標が追加され

た 61。フランスが再⽣可能エネルギーに関して主導したところに、潘基文が追随したので

ある。 

 

潘基文のビジョン声明はこう始まる。「貧困を克服し、地球を救うために、我々は 2030

年までにすべての人のための持続可能なエネルギーを実現できる、そして実現しなければ

ならない」62。これは、あるシステムの 2 つの独立した特性を同時に最適化することの数

学的不可能性を無視した過ちの典型例である。この場合、最適化される 2 つの変数とはコ

ストと⼆酸化炭素の排出量である。 

 

潘氏は、再⽣可能エネルギーが 10 倍のコストであることを自らの数字で示しながら

も、それを蛙飛び技術であると主張し、この問題を克服しようとしている。発展途上国

は、その多くが急速かつ大規模に成長しており、従来のエネルギーの選択肢を飛び越える

チャンスを持っている」と、当時の国連事務総長は宣言した 63。この主張は、発展途上国

で普及率が 70％に達した携帯電話との誤った類推によって裏打ちされた。「分散型エネル

ギー発電にも同様のパラダイムが出現するかもしれない」と彼は考えたのだ 64。 

 

携帯電話の成功の理由は、ユーザーが固定電話から得られるものすべてに加え、パーソ

ナル化（固定電話は世帯に属する傾向がある）、モバイル化を実現しながら、固定電話の

インフラのコストを担わない点にある。もし、固定電話のような制約があり、暗い時間帯

や曇りの日、風が十分でないときには使用できず、さらにコストがかかるとしたら、携帯

電話の魅力はまったく違ったものになっていただろう。携帯電話が優れた技術であるのに

対し、自然エネルギーは信頼性の高いオンデマンドの電力供給ができず、なおかつ従来の

グリッドの送電・発電インフラをすべて必要とするため、劣った技術であると言える。 

 

潘基文は、乗り越えるべき問題のリストの中で、電力供給の変動性について省略してお

り、ビジョン声明でもこの言葉には全く触れていない。その代わりに、化石燃料の使用量

の増加が、貧しい国々にとって繁栄への唯⼀の低コストのエネルギー供給ルートであるに

もかかわらず、我々は「繁栄への道を燃やす」ことはできないという無骨な主張をしてい

る 65 。 

 

潘事務総長の立場が極めて⾮現実的であることは、再⽣可能エネルギー目標の年間コス

ト 5,000 億ドルの条件を満たすことは、普遍的なエネルギー・アクセスを提供することの

10 倍であると彼が認めていることからも明らかである。 
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6. 世界銀行の陥落 

 

 潘事務総長の目標は、国連の「万人のための持続可能エネルギー」イニシアテチブ

（SE4ALL）の⼀環となった。潘事務総長は SE4ALL 諮問委員会の共同議長にキム総裁を

招き、世界銀行は国連と共に、両組織にとっての「独自のパートナーシップ」を築くこと

になった。SEE4ALL のウェブサイトには、こう書かれている。「両氏とその機関にとっ

て、この緊密な協力関係は、持続可能な開発を執行部の最優先事項として追求しなければ

ならないという強い信念がある、という共通点を浮き彫りにしている」66。 

 

 これらの目標は、今度は世界銀行が 2013 年 7 ⽉に発表したガイダンスペーパー「万人

のための持続可能なエネルギーの未来に向けて」6 で採用された。世界銀行のコスト試算

は、潘事務総長のビジョン声明にある年間 1 兆ドルより若干低いが、それでも莫大な額で

ある。国連が対象とする 3 分野への 2010 年の世界の年間投資額は約 4,000 億ドルと推定

される。 

 

 この数字に対して、3 つの目標を達成するために必要な年間投資額は、現在の投資額を

超えて少なくとも 6000 億ドルから 8000 億ドルと計算され、現在の資金フローの 2 倍から

3 倍を要するとされている。これらの投資の大部分は、エネルギー効率と再⽣可能エネル

ギーに関連するものであり、エネルギー・アクセス関連の支出は、増加するコストの中で

⽐較的小さな割合となっている 67。 

 

 このガイダンスペーパーでは、「このような前例のない資金調達の増加には、民間部門

からの大規模な資本注入と官民パートナーシップを通じた希少な公的資金の活用を可能に

するような、特に途上国におけるエネルギー市場の状況の変⾰が必要である」という、当

然の指摘をしている 68。このような条件を提示することは、その条件が満たされないこと

を認めることでもある。それは、実現不可能なグリーン・イデオロギーのためにユニバー

サル・アクセスを犠牲することを意味する。世界銀行が認識しているように、貧困層への

アクセス拡大による温室効果ガス排出量の増加は、大きな差を⽣じることはないだろう

69 。 

 

7. 脱炭素化と原材料投入の増加 

 

 風力と太陽光の間欠性を克服するには、より多くの原材料が必要である。「天然資源を
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枯渇させることは、真の繁栄の機会を奪うことになる」と潘基文氏は 2011 年のビジョン

声明で宣言している 70 。SE4ALL イニシアチブでは、風力発電と太陽光発電の製造に使

用される材料の需要と供給、および耐用年数が終了した後の廃棄による環境への影響につ

いて、まったく見過ごされている。風力発電と太陽光発電は発電効率が⾮常に悪いため、

極端に資材集約的になる。 

 

 ケンブリッジ大学のマイケル・ケリー教授の計算によると、300 トンの鉄を使った天然

ガス利用のコンバインドサイクル・ガスタービンで、600MW の発電機を作ることができ

るという。これは鋼材 1kg あたり 2kW に相当することになる。風力タービンのナセルに

使われている同じ 1kg の鉄鋼は、わずか 2W の容量にしかならない 71 。世界銀行もこれ

には同意し、低炭素エネルギーシステムはより原材料集約的であるということに異論はな

いとしている。 

 

 実際、クリーン・テクノロジーの供給における材料と金属の影響を調査した文献はすべ

て、これらのテクノロジーの構築には、従来の化石燃料メカニズムよりもかなり多くの原

材料が必要になるという点で⼀致している 72。にもかかわらず、この問題はほとんど無視

されてきた。 

 

 気候や炭素に関するシナリオの多くは、炭素制約のある未来を「養う」ために不可欠な

物質の必要性に、ほとんど目を向けていない 73。 

 

 この研究では、風力及び太陽光発電技術に関連する金属需要はおよそ 2 倍になり、最大

の増加は電池貯蔵技術で、 1000％以上増加すると見積もっている（Table 6 参照）74。リ

チウムの需要は「低炭素技術メーカーをリチウムサプライヤーの性質と能力に依存させる

可能性」があるとしている 75。さらに、材料需要の急増が環境に悪影響を及ぼすリスクも

認識しており、次のように述べている。 

 

 . .鉱物と資源の持続可能な開発のための新しい⼀連の課題だ。簡単に言えば、グリーン

テクノロジーの未来は、原材料集約型であり、適切に管理されなければ、供給国が気候や

関連する持続可能な開発目標を達成するための努力や政策に支障をきたす可能性がある。

また、地域の⽣態系、水系、地域社会に大きな影響を与える可能性もある 76。 

 

 世界銀行の報告書は、再⽣可能技術の製造における原材料の採取が環境に与える影響の

可能性についてしか言及していない。そのため、風力、太陽光、バッテリー技術の耐用年

数終了後の廃棄による環境への影響は無視されている。シンクタンク「エンバイロメンタ

ル・プログレス」は、日本では太陽光パネルの廃棄物が年間 1 万トンから 80 万トンに増
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加するが、安全に廃棄するための計画がないことを指摘している。カリフォルニア州も同

様だ。ヨーロッパ以外では、太陽光発電の廃棄物は、電子機器廃棄物の大きな流れで終わ

ってしまっているのである。 

 

 太陽光発電の廃棄物増加の影響を最も受けるのは、環境保護の体制が最も弱い、あるい

は存在しない貧しい国に住む人々である。 

 

 中国、インド、ガーナなどの国では、電子廃棄物処理場の近くに住む住民が、貴重な銅

線を再販する目的で廃棄物を焼却することがよくある。この過程でプラスチックを燃やす

必要があるため、発⽣する煙には有毒なガスが含まれ、これを吸い込むと発ガンや催奇形

（先天性欠損症）のリスクがある 77。 

 

8. 再生可能エネルギーは経済開発に反することを国連は知っていた 

 

 要約すると、間欠的なエネルギー源は、発電所レベルのコスト⽐較には表れない運用上

およびコストの負担が発⽣するということである。また、間欠的なエネルギー源は、国連

が掲げる持続可能性（サステナビリティ）とは明らかに相容れない。さらには、膨大な廃

棄物問題が発⽣し、まだ対処されていない。これらのことは、風力や太陽光の導入を急ぐ

豊かな国々に大きな問題を提起している。送電網の安定性は損なわれ、コストと価格は高

騰し、太陽光発電の廃棄問題の全容はまだ明らかにされていない。20 世紀の恩恵を今もな

おすべての国民に広げる過程にあるより貧しい国々にとって、風力や太陽光発電の導入に

インセンティブを与えることは、開発の障害になるであろう。 

 

 エネルギーミックスに占める自然エネルギーの割合を倍増させるという世界的な目標を

設定する以前に、潘氏がこれらの問題について考えていたことを示す証拠はない。2011 年 

2 ⽉の国連総会決議は、2012 年を「万人のための持続可能エネルギー国際年」と宣言して

いた 78 。それに続いて 2013 年 3 ⽉には、2014 年から 2024 年までを「万人のための持

続可能エネルギーの 10 年」と宣言し、自然エネルギーを促進するさらなる決議が行われ

た。この決議は、「持続可能な近代的エネルギー・サービスへのユニバーサル・アクセス

を達成するための重要な⼀助として、世界のエネルギーミックスにおける新しい再⽣可能

エネルギー源の割合を増加させる必要性」を強調した 79。しかし、総会は、この決議の次

の条項で重要な注意事項を記した。 

 

 世界のエネルギー供給における新規あるいは再⽣可能なエネルギー源の割合は、特に高

コストと適切な技術へのアクセス不⾜のためにまだ低いことを認識し、国および国際レベ
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ルでの適切な政策イニシアチブと投資とともに、研究開発支援の強化を通じて、それらの

エネルギー源の経済的な実現に向けた行動を呼びかける。 

 

 

Table 6：世界銀行による、2℃制限を満たすための平均的な累積金属需要（2013-50 年）

の推定値（2013 年の⽣産量に対する割合で表示） 

 

2013 年⽐ 

⽣産量 

金属 コメント 

≤3 アルミニウム、クロム 

コバルト、銅、鉄、鋼 

鉄鋼、マンガン、ニッケ

ル 

再⽣可能エネルギーのための鉄の増産は 25

億トン近くと推定される 

2015 年、中国は世界のアルミニウム⽣産の

55％を占める 

⽶国のアルミ⽣産量は中国の 5％ 

5 鉛 2015 年の世界の⽣産量に占める中国の割合は

54％ 

5 モリブデン 世界最大の⽣産国は中国（2015 年の⽣産量の

38％）、次いで⽶国（21％） 

5 亜鉛 中国は世界最大の⽣産国（2015 年世界⽣産量

の 37％）であり、オーストラリアに次いで最

大の埋蔵量を有している 

18 ネオジム 2015 年の時点で、ネオジムなどのレアアース

の世界⽣産量の 85％を中国が占めている 

19 銀 薄膜太陽光発電技術の採用次第では、年間銀

⽣産量を 79%増加させる必要がある 

146 インジウム 2015 年時点、世界の⽣産量 755 トンのう

ち、中国が 49％を占めている 

1480 リチウム オーストラリアとチリで、2015 年の世界⽣産

量の 77%を占めている 

チリは世界のリチウム埋蔵量の約半分を占め

ると推定されている 

コンゴ民主共和国では 100 万トンと推定され

ている（世界の埋蔵量は 1,400 万トン） 

出典：World Bank Group, The Growing Role of Minerals and Metals for a Low Carbon 

Future, June 2017, Figs 2.6, 2.11, Tables 3.1–3.21. 
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 つまり、国連事務総長（当時）が認識しなかったこと、すなわち、間欠的な風力や太陽

光発電は経済的に成立しないことを国連総会は認識していたことになる。 

 

国連総会の警告を無視し、スタッフの専門性を無視し、グリーン・イデオロギストによ

って開発目標を乗っ取られた世界銀行のリーダーシップは、より⼀層罪深いものである。 

 

9. 炭化水素、再生可能エネルギー、ソフトパワー 

 

 2017 年 6 ⽉ 29 日、⽶国エネルギー省で講演したドナルド・トランプ大統領は、100 年

分近い天然ガスと 250 年分以上の石炭というアメリカのエネルギーの豊かさについて発言

した。水圧破砕法のおかげで、アメリカは炭化水素の⽣産量が世界⼀になった。 

 

 これらの素晴らしい資源を背景に、私の政権は、長い間探し求めてきたアメリカのエネ

ルギーの自立だけでなく、アメリカのエネルギー優勢を目指すことになるのだ。アメリカ

のエネルギーを世界中に輸出するのだ 81。 

 

 ⼀方、⽶国は再⽣可能エネルギーで⽐較優位に立つことはできない。もし優位に立つも

のがあるとすれば、それは中国である。世界銀行の資材報告書によれば、「最も注目すべ

きは、炭素制約のある将来において技術を供給するために必要な金属（ベースとレアアー

スの両方）に関して、中国が世界的に優位に立っていること」とある 82。 

 

 世界銀行が（最も厳しい状況を除いて）石炭⽕力発電プロジェクトを支援しないこと

は、発展途上国が信頼できるエネルギーへの普遍的アクセスを実現する唯⼀の機会である

はずのものを奪うものである。また、石炭の主要⽣産国である⽶国の利益に反するばかり

か、中国の利益を増大させるものでさえある。 

 

 中国は、このゲームの両面に関わることができるため、より強い立場にある。習近平主

席のアジアインフラ投資銀行をボイコットするようアメリカの同盟国に働きかけたオバマ

政権からも援助の手が差し伸べられた。2014 年 10 ⽉のニューヨーク・タイムズの記事に

よると、オバマ政権はこの新機関を、中国が東南アジア諸国を自国の周縁へと引き込むた

めのソフトパワー・プレーにおける政治的ツールとみなしていたようである。そのため、

彼らは新銀行は環境基準を満たすことに失敗するだろうとして、次のように述べた。「ア

ジアインフラ投資銀行が底辺への競争で環境基準を弱めることがないように、どのように

組織を作るべきか」オバマ政権の匿名の関係者はこのようにコメントしている。 
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 オバマ政権の立場は、多国籍開発銀行の株主は、自分たちの政策目標を達成するために

融資先を決定し、顧客の開発ニーズは無視すべきだと言うことに等しい。顧客のニーズを

株主の優先順位に合わせることで、オバマ政権は中国の付け入る隙を作ったのだ。伝統的

に⽶国と日本が支配してきたアジア開発銀行のある高官は、「エネルギーはアジアの経済

成長にとって最大のニーズの⼀つであり、中国はこうした妨げなしにプロジェクトを進め

ることができるだろう」と述べたことが記事で引用されている。2013 年には、⽶国はすで

にアジア開発銀行による石炭⽕力発電所への融資に反対すると述べていたことも紹介され

ている 83。 

 

 現段階では、アジアインフラ投資銀行が石炭プロジェクトに融資を行うかどうかは明ら

かではない。しかし、2017 年 6 ⽉の『フォーリン・ポリシー』の記事によれば、以下の通

りである。 

 

 東南アジアや中央アジアには、新シルクロード基金や新開発銀行（いわゆる BRICS 銀

行）など、他にも大きな中国マネーの受け皿があり、AIIB （アジアインフラ投資銀行）

ほどの環境基準はないようである。パキスタンだけでも、北京は石炭⽕力発電所などのエ

ネルギープロジェクトに数百億ドルを投資する計画だという 84。 

 

 はっきりしているのは、オバマ政権と世界銀行は、世界銀行が融資を禁じているエネル

ギープロジェクトを支援することで、アジア全域で中国に影響力を拡大する大きなチャン

スを与えてしまったということだ。 

 

10. 提言 

 

 2015 年 9 ⽉、国連加盟国 193 カ国は「2030 アジェンダ」に合意した。その 17 の持続

可能な開発目標の 7 番目は、「万人のために、安価で信頼できる、持続可能な、近代的な

エネルギーへのアクセスを確保する」である。潘基文と世界銀行による SE4ALL イニシア

テチブで掲げられた再⽣可能エネルギーの目標は、以下のように希釈された形で登場す

る。SDG7.2（「2030 年までに、世界のエネルギーミックスにおける再⽣可能エネルギーの

割合を大幅に増加させる」）、そして SDG7.3（「2030 年までに、世界のエネルギー効率の

改善率を 2 倍にする」）85。 

 

 SE4ALL の名残は、締約国会議議長によって公表された 2015 年パリ協定の草案にも見

出すことができる。草案の前文では、「再⽣可能エネルギーの導入強化を通じて、途上

国、特にアフリカにおいて持続可能なエネルギーへの普遍的アクセスを促進する必要性」
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を認めていた 86。しかし、これは協定の最終文から削除され、再⽣可能エネルギーや持続

可能エネルギーへの言及はない。 

 

 2011 年 2 ⽉の国連総会決議と、2030 アジェンダにおけるエネルギーミックスに占める

自然エネルギーの割合を倍増するという SE4ALL の目標を水増ししたことを合わせて考え

ると、世界銀行が SE4ALL 目標を全面的に採用したことは、国際社会の合意よりもかなり

踏み込んだものであったことがわかる。実際、潘基文氏の再⽣可能エネルギー目標を熱狂

的に支持することで、世界銀行はその中核となる開発目標を裏切ったのだ。豊かな国々

は、増え続ける風力発電や太陽光発電を電力グリッドに統合することが⾮常に困難である

ことを認識している。グリッドインフラが未整備で、⽕力発電の能力も十分でない貧しい

国々にとって再⽣可能エネルギーを強制的に与えられることは、開発の障害となるのだ。

潘事務総長自身の数字（電力へのユニバーサル・アクセスに年間 500 億ドル、再⽣可能エ

ネルギーに年間 5000 億ドル）は、世界のエネルギーミックスに占める再⽣可能エネルギ

ーの割合を 2 倍にしようとする動きが、いかに膨大な資源の浪費であるかを示している。 

 

 加盟国政府が銀行に対してけん制し始めたことで、事柄は変わり始めているかもしれな

い。トランプ政権の下、⽶国財務省は、⽶国が多国間開発銀行に対して発言力と議決権を

行使するための新たなガイダンスを以下のように発表した。 

- 安価で、信頼性が高く、持続可能で、クリーンなエネルギーへのユニバーサル・アクセ

スを促進する 

- 各国が化石燃料をよりクリーンかつ効率的に利用できるよう、そして再⽣可能エネルギ

ーやその他のクリーンなエネルギー源を導入するよう、支援する 

- エネルギーに関する強固で効率的、競争的、かつ統合されたグローバルな市場の発展を

支援する 87 

 

 間欠的なエネルギー源がグリッド経済に及ぼす悪影響や、信頼できる電力へのユニバー

サル・アクセスを提供するためのコストの大幅な増加を考慮すると、世界銀行がその開発

ミッションに戻るためには、株主がさらに踏み込んだ行動を取る必要がある。 

⽶国の提案を採用することに加え、株主は世界銀行に以下を要求すべきである。 

- 再⽣可能エネルギーの経済的実現可能性に関する 2013 年 3 ⽉の国連総会決議

（67/215）の要件が満たされるまで、国連 SE4ALL イニシアチブから退くこと 

- 再⽣可能エネルギーの導入を拡大するための目標をすべて放棄すること 

- 当面の間、間欠的な再⽣可能エネルギーへの財政支援は、10 年以内にグリッド接続がほ

とんど見込めない遠隔地での使用に限定するという厳しい基準を策定すること 

 

 ディーパク・ラルやマーティン・ラヴァリオンのような多様な声は、彼らが共に働いて
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いた機関が道を踏み外したことを示唆している。オバマ政権は、世界銀行とアジア投資銀

行に対して、経済発展よりも地球温暖化対策を優先させようとする誤った試みを行い、中

国がライバルとなる開発銀行を立ち上げる隙を作った。世界銀行がグリーン・イデオロギ

ーに屈したのは、2030 年までに世界のエネルギーミックスに占める再⽣可能エネルギーの

割合を 2 倍にするという国連との異例の協定を結んだときに、明らかになったのである。

世界銀行は、本来の目的に立ち戻る必要がある。つまり、安価で信頼できる電力への最低

コストの道を歩むということだ。 
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